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１．概要  

  本資料は、廃棄物管理施設の技術基準に関する規則「第十四条  搬送設

備」に関して、基本設計方針に記載する事項、添付書類に記載すべき事項、

補足説明すべき事項について整理した結果を示すものである。  

  整理にあたっては、「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書

類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付

書類等を踏まえた補足説明すべき項目の明確化」を踏まえて実施した。  

 

２．本資料の構成  

  「共通 06：本文（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、

添付図面で記載すべき事項」及び「共通 07：添付書類等を踏まえた補足

説明すべき項目の明確化」を踏まえて本資料において整理結果を別紙と

して示し、別紙を以下の通り構成する。なお，廃棄物管理施設には SA 設

備の対象がないため，発電炉の SA 設備に係る記載は比較対象としない。 

  別紙１：基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較  

事業変更許可  本文、添付書類の記載をもとに設定した基本設計

方針と発電炉の基本設計方針を比較し、記載程度の適正化等を図

る。  

  別紙２：基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の

展開  

基本設計方針の項目ごとに要求種別、対象設備、添付書類等への

展開事項の分類、対象設備を展開する。  

  別紙３：基本設計方針の添付書類への展開  

基本設計方針の項目に対して、展開事項の分類をもとに、添付書

類単位で記載すべき事項を展開する。  

  別紙４：添付書類の発電炉との比較  

添付書類の記載内容に対して項目単位でその記載程度を発電炉

と比較し、記載すべき事項の抜けや論点として扱うべき差がない

かを確認する。なお、規則の名称、添付書類の名称など差がある

ことが明らかな項目は比較対象としない。（概要などは比較対象

外）  

  別紙５：補足説明すべき項目の抽出  

基本設計方針を起点として、添付書類での記載事項に対して補足

が必要な事項を展開する。発電炉の補足説明資料の実績との比較

を行い、添付書類等から展開した補足説明資料の項目に追加すべ

きものを抽出する。  

  別紙６：変更前記載事項の既設工認等との紐づけ  

基本設計方針の変更前の記載事項に対し、既認可等との紐づけを

示す。  
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廃棄物管理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和５年１月５日　R０

(1/1)

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙１ 基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 1/5 0

別紙２ 基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開 1/5 0

別紙３ 基本設計方針の添付書類への展開 1/5 0

別紙４ 添付書類の発電炉との比較 1/5 0

別紙５ 補足説明すべき項目の抽出 1/5 0

別紙６ 変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 1/5 0

搬送00-03　【本文、添付書類、補足説明項目への展開（搬送設備）】

別紙
備考
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（1 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（搬送設備） 

第十四条 放射性廃棄物を搬

送する設備(人の安全に著しい

支障を及ぼすおそれがないも

のを除く。)は、次に掲げると

ころによるものでなければな

らない。 

一 通常搬送する必要がある

放射性廃棄物を搬送する能力

を有するものであること。

①，② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3 搬送設備 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体及び輸送容器（以下

「ガラス固化体等」という。）を搬送

する設備（人の安全に著しい支障を及

ぼすおそれがないものを除く。）（以

下，「搬送設備」という。）は，ガラ

ス固化体等を搬送する能力として必要

な容量を有する設計とする。① 

 

 

 搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ

込め機能に影響を及ぼさないよう，過

走行防止，落下防止又は転倒防止のた

めの機構を設ける設計とする。②-1 

 なお，上記に係る具体的な設計方針

については，第 2章 個別項目の「1.1 

管理施設」及び「2.1 放射性廃棄物の

受入れ施設」に示す。②-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬送設備においては，ガラス固化体

等が落下しても破損しない高さ以下で

取り扱う設計とする。②-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四、廃棄物管理施設の位置、構造及び設

備並びに廃棄の方法 

Ａ．廃棄物管理施設の位置，構造及び設

備 

ロ．廃棄物管理施設の一般構造 

 

 

 

 

 

 

 

(6) その他の主要な構造 

(ⅳ) 安全機能を有する施設 

(ｇ) 管理施設 

(ニ) 誤操作等の防止 

廃棄物管理施設の機器等は，誤操作防

止を考慮するとともに誤操作及び故障に

よっても安全性が損なわれることがない

ようにするため，□3 ガラス固化体及び

輸送容器を搬送するための設備は，ガラ

ス固化体及び輸送容器の落下を防止する

機能を有する構造とする。②-1， 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ．廃棄物管理設備本体の構造及び設備 

(２) 管理施設 

(ⅰ) 構造 

本施設は，ガラス固化体の移送及び管

理を行う施設であり，ガラス固化体貯蔵

設備で構成し，ガラス固化体貯蔵建屋及

びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に収納す

る。□3  

（中略） 建屋に関する記載 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化

体を所定の貯蔵ピットの収納管まで移送

及び収納するための貯蔵建屋床面走行ク

レーンとガラス固化体を管理するための

貯蔵ピットで構成する。□3  

 

 

 

 

 

 

1. 安全設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 廃棄物管理設備本体 

3.1 概 要 

廃棄物管理設備本体は，管理施設で構

成し，管理施設は，ガラス固化体の移送

及び管理を行うガラス固化体貯蔵設備で

構成する。◇5  

3.2 ガラス固化体貯蔵設備 

3.2.1 概 要 

本設備は，貯蔵建屋床面走行クレーン

及び貯蔵ピットで構成する。◇5  

ガラス固化体貯蔵設備の概要図を第

3.2－１図及び第 3.2－４図に示す。◇4  

3.2.2 設計方針 

(１) 本設備は，ガラス固化体から発生

する崩壊熱を適切に除去できる設

計とする。◇5  

(２) 本設備は，ガラス固化体容器の腐

食を防止するためにガラス固化体

を機器の内部に収納し，ガラス固

化体が冷却空気と直接接触しない

第２章 個別項目 

1. 燃料取扱設備 

燃料体等の取扱設備は，燃料取替機，

原子炉建屋クレーン，チャンネル着脱機

及び使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレー

ンで構成し，燃料取替機，原子炉建屋ク

レーン及びチャンネル着脱機は，新燃料

を原子炉建屋原子炉棟に搬入してから原

子炉建屋原子炉棟外へ搬出するまで，燃

料体等を安全に取り扱うことができる設

計とする。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン

は，使用済燃料乾式貯蔵建屋内において

使用済燃料乾式貯蔵容器を安全に取り扱

うことができる設計とする。 

 

（発電炉の搬送対象物の記載は廃棄物
管理施設において搬送対象物の記載は個
別施設で展開するため記載しないことか
ら中略） 

 

（廃棄物管理施設の技術基準規則第十四
条では燃料体等が臨界に達するおそれが
ない構造であることの要求がなく比較対
象としないことから中略） 

 

（廃棄物管理施設の技術基準規則第十四
条では崩壊熱により燃料体等が溶融しな
いものであることの要求がなく比較対象
としないことから中略） 

 

原子炉建屋クレーンは，フック部の外れ

止めを有し，使用済燃料輸送容器等を取

り扱う主巻フックは，ストッパ方式のイ

コライザハンガを設けることにより，燃

料体等の重量物取扱中に落下を防止でき

る設計とする。 

また，想定される使用済燃料プール内へ

の落下物によって使用済燃料プール内の

燃料体等が破損しないことを計算により

確認する。 

 

なお，ワイヤロープ及びフックは，それ

ぞれクレーン構造規格，クレーン等安全

規則の規定を満たす安全率を有する設計

とする。 

 

燃料取替機の燃料把握機は，昇降を安全

かつ確実に行うため，定格荷重を保持で

き，必要な安全率を有するワイヤロープ

の二重化，フック部の外れ止めを有し，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】  
下線：基本設計方針に記載する事項(丸数字で紐づけ) 
波線：基本設計方針と許可の記載の内容変更部分 
灰色ハッチング：基本設計方針に記載しない事項 
  ：発電炉との差異の理由    ：許可からの変更点   

 

 

【許可からの変更点】 

技術基準規則の要求事項を踏ま

えて，必要な容量を有すること

を記載 
 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

取り扱う能力と搬送する能力と

で法令に基づく用語が異なるが

要求は同様である。 

（発電炉の記載） 

＜不一致の理由＞ 

発電炉の搬送対象物は燃料集合体

のみであり，搬送設備の種類が少

ないため各個別装置単位で記載し

ているが、廃棄物管理施設につい

ては再処理，MOXの記載方針を踏

まえ別条文で各機器の展開を行

う。 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

搬送設備についての詳細は別の章で

記載することから，ここでは共通的

な記載としている 

（当社の記載） 

＜不一致の理由＞ 

廃棄物管理施設は落下

に備えて吊り上げ高さ

の制限に係る供給があ

るため，許可整合の観

点から記載する。 

【許可からの変更点】 

許可では吊り上げ高さの数値を

記載しているが，数値も含め別

の章で記載することとしてい

る。 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（2 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方法で管理し，ガラス固化体のも

つ閉じ込めの機能を維持できる設

計とする。◇5  

(３) 本設備は，ガラス固化体容器の機

械的強度を考慮し，適切な方法で

管理できる設計とする。◇5  

(４) 本設備は，ガラス固化体の管理を

行う機器からの排気を適切に処理

し，北換気筒（ガラス固化体受入

れ・貯蔵建屋換気筒）の排気口以

外の場所から放出することがない

ように，ガラス固化体の管理を行

う機器を気体廃棄物の廃棄施設に

接続し負圧に維持することによ

り，放射性物質を限定された区域

に閉じ込めることができる設計と

する。◇2  

(５) 本設備は，地震荷重等の適切な組

合せを考慮しても強度上耐えるこ

とができる設計とし，使用環境を

考慮して適切な材料を使用する設

計とする。◇5  

(６) 本設備は，電源喪失時にもガラス

固化体の落下を防止できる設計と

する。また，万一のガラス固化体

の落下によってもガラス固化体に

著しい損傷を与えない設計とす

る。◇1  

(７) 本設備は，誤操作防止を考慮する

とともに誤操作によっても安全性

が損なわれることがない設計とす

る。◇3  

  

3.2.3 主要設備の仕様 

ガラス固化体貯蔵設備の主要設備の仕

様を第 3.2－１表に示す。◇4  

なお，貯蔵ピットの概要図を第 3.2

－２図及び第 3.2－５図に，貯蔵建屋床

面走行クレーンの概要図を第 3.2－３図

及び第 3.2－６図に示す。◇4  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラップルには機械的インターロックを

設ける設計とする。 

 

チャンネル着脱機は，下限ストッパによ

る機械的インターロック及び燃料体等を

上部で保持する固定具により燃料体等の

使用済燃料プール床面への落下を防止で

きる設計とする。 

 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン

は，定格荷重を保持でき，必要な安全率

を有するワイヤロープの二重化，フック

部の外れ止めを有する設計とする。ま

た，重量物を吊った状態において，使用

済燃料乾式貯蔵建屋に設置された他のキ

ャスクと接触しないよう，走行及び横行

範囲のインターロックを設ける設計とす

る。 

 

燃料取替機は，燃料体等の取扱中に過荷

重となった場合に上昇を阻止するインタ

ーロックを設けるとともに荷重監視を行

うことにより，過荷重による燃料体等の

落下を防止できる設計とする。 

 

燃料取替機は，燃料体等の取扱中に過荷

重となった場合に上昇を阻止するインタ

ーロックを設けるとともに荷重監視を行

うことにより，過荷重による燃料体等の

落下を防止できる設計とする。 

 

燃料取替機は，地震時にも転倒すること

がないように走行レール頭部を抱き込む

構造をした脱線防止装置を設ける。 

 

原子炉建屋クレーンは，地震時にも転倒

することがないように走行方向及び横行

方向に対して，クレーン本体等の浮上り

量を考慮し，落下防止金具等を設けるこ

とで，クレーン本体等の車輪がレール上

から落下しない設計とする。 

 

また，原子炉建屋クレーンは，使用済燃

料輸送容器等の重量物を吊った状態で

は，使用済燃料貯蔵ラック上を走行でき

ないようにインターロックを設ける設計

とする。 

 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン

は，地震時にも転倒することがないよう

に走行レール頭部を抱き込む構造をした
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（3 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 放射性廃棄物を搬送する

ための動力の供給が停止した

場合に、放射性廃棄物を安全

に保持しているものであるこ

と。③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

搬送設備は，ガラス固化体等を搬送

するための動力の供給が停止した場

合，ガラス固化体等の落下及び脱落を

防止する機構により，ガラス固化体等

を安全に保持する設計とする。③ 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガー

ダ，トロリとしゃへい容器が一体構造と

なったしゃへい容器付きトロリで構成

し，しゃへい容器付きトロリはガーダに

搭載される。□3  

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体を３本収納できるとともにガラス

固化体を収納管内にたて積みで収納する

ためのつり具を有する構造とし，ガラス

固化体の落下防止のために，つりワイヤ

の二重化を施し，【□3 】動力の供給が停

止した場合にもガラス固化体を保持でき

る機構を有する構造とする。③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，しゃへい容器付きトロリは，ガ

ラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面走行

クレーンとガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の

貯蔵建屋床面走行クレーンとの間を移動

できる構造とする。□3  

貯蔵建屋床面走行クレーンは，耐震設

計上の重要度をＢクラスとして設計し，

しゃへい容器は，ガラス固化体搬送時に

も搬送室内に放射線業務従事者が立ち入

ることができるように，ガラス固化体か

らの放射線に対して十分な遮蔽機能を有

3.2.4 主要設備 

(１) 貯蔵建屋床面走行クレーン 

ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面

走行クレーンは，ガーダ，トロリとしゃ

へい容器が一体構造となったしゃへい容

器付きトロリで構成され，ガラス固化体

貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレー

ンは，ガーダ，ガラス固化体貯蔵建屋の

貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃへい容

器付きトロリで構成される。◇5  

ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵建屋床面

走行クレーンは，ガラス固化体をガラス

固化体検査室からガラス固化体抜出し装

置を介してしゃへい容器の中につり上げ

る構造とする。◇5  

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体３本及び収納管プラグ等を収納で

きる構造とし，ガラス固化体の落下防止

のためつりワイヤの二重化及びクレーン

自体の転倒防止対策を施し，動力の供給

（動力に電気を用いる）が停止した場合

にもガラス固化体を保持できる機構を有

する構造とするとともに，【◇5 】誤操作

を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつり

上げ高さを検出できる設計とし，ガラス

固化体検査室でのつり上げ高さを９ｍ以

内に制限できる設計とする。【◇5 】 

また，つり具がガラス固化体を確実に

つかんでいない場合にはガラス固化体を

つり上げられず，ガラス固化体の荷重が

なくならない限り，つり具からガラス固

化体が外れない設計とするとともに，つ

り具の中心がガラス固化体の中心から外

れたとしても確実にガラス固化体をつり

上げることができるようにする。◇5  

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス

固化体を所定の貯蔵ピットの収納管まで

移送し，収納管内に収納する設計とす

る。◇5  

しゃへい容器付きトロリは，搬送室の

東端において，ガラス固化体貯蔵建屋の

貯蔵建屋床面走行クレーンのガーダ，ガ

ラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯

蔵建屋Ｂ棟を連絡する搬送室，ガラス固

化体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行ク

レーンのガーダ間を移動できる設計とす

る。◇5  

また，しゃへい容器付きトロリは，過

走行を防止するインターロックを設け，

貯蔵建屋床面走行クレーンが所定の位置

に停止していない限りしゃへい容器を搭

脱線防止装置を設ける。 

 

（再処理施設の技術基準規則第十八条で
は燃料体等を封入する容器は、取扱中に
おける衝撃、熱その他の容器に加わる負
荷に耐え、かつ、容易に破損しないもの
であることの要求がなく比較対象としな
いことから中略） 
 

（再処理施設の技術基準規則第十八条で
は前号の容器は、内部に燃料体等を入れ
た場合に、放射線障害を防止するため、
その表面の線量当量率及びその表面から
一メートルの距離における線量当量率が
それぞれ原子力規制委員会の定める線量
当量率を超えないように遮蔽できるもの
であること。ただし、管理区域内におい
てのみ使用されるものについては、この
限りでないことの要求がなく比較対象と
しないことから中略） 
 

燃料取替機の燃料把握機は，空気作動

式とし，燃料体等をつかんだ状態で圧縮

空気が喪失した場合にも，つかんだ状態

を保持し，燃料体等が外れない設計とす

る。 

燃料取替機，原子炉建屋クレーン，チ

ャンネル着脱機及び使用済燃料乾式貯蔵

建屋天井クレーンは，動力電源喪失時に

電磁ブレーキによる保持機能により，燃

料体等の落下を防止できる設計とする。 

 

（再処理施設の技術基準規則第十八条で
は燃料貯蔵設備に関する要求がなく比較
対象としないことから中略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（P9，P10から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（双方の記載） 

＜不一致の理由＞ 

搬送設備についての詳細は別の

章で記載することから，ここで

は共通的な記載としている 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（4 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
する構造とするとともに耐震設計上の重

要度をＳクラスとして設計する。□2 □4  

 

 

 

 

 

 

貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持

架構及びプレナム形成板で構成する。□3  

 

 

 

 

収納管は，貯蔵区域の天井スラブで懸

架支持し，収納管の外側にはスペーサを

介して同心円状に通風管を設置し，地震

時の収納管の荷重は，スペーサを介して

支持架構で支持する構造とする。□3  

収納管は，内部にガラス固化体を収納

することにより，冷却空気によるガラス

固化体のステンレス鋼製容器の腐食を防

止し，ガラス固化体のもつ閉じ込め機能

に影響を与えない構造とする。□3  

収納管及び通風管は，耐震設計上の重

要度をＳクラスとし，耐食性を考慮した

設計とする。□2 □3  

また，貯蔵区域の天井，側壁のコンク

リートの長期健全性を確保するために，

適切に断熱又は除熱を行う設計とする。

□3  

本施設は，ガラス固化体をガラス固化

体から発生する熱量に応じて生じる通風

力によって収納管及び通風管で形成する

円環流路を流れる冷却空気で間接的に冷

却する構造とし，また，冷却空気を冷却

空気入口シャフトから貯蔵区域内の下部

プレナムに流入させ，円環流路及び貯蔵

区域の上部プレナムを通って冷却空気出

口シャフトの排気口から放出させる構造

とする。□3  

本施設は，冷却空気が流れていること

を確認するために，冷却空気出入口シャ

フトにおける冷却空気温度及び収納管と

通風管で形成する円環流路出口における

冷却空気温度を測定できる構造とする。

□3  

 

 

 

 

載したトロリを移動できないインターロ

ックを設ける設計とする。◇1  

貯蔵建屋床面走行クレーンは，故障時

にも手動操作にてガラス固化体の収納管

内への収納等の対応ができる設計とす

る。◇5  

(２) 貯蔵ピット 

貯蔵ピットは，ガラス固化体貯蔵建屋

に２基，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に２

基の計４基設置し，１基当たり 80本の

収納管及び通風管を配置し，収納管内に

ガラス固化体を収納する。◇5  

ａ．収納管 

収納管は，ガラス固化体容器の腐食を

防止するためにガラス固化体が冷却空気

と直接接触しない構造の円筒とするとと

もに，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持

し，通風管との間にはスペーサを設け，

地震時の収納管の荷重をスペーサを介し

て支持架構で支持する構造とする。収納

管は，ガラス固化体の荷重，地震時の荷

重等に十分耐える設計とする。◇5  

また，収納管からの排気を適切に処理

し，北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯

蔵建屋換気筒）の排気口以外の場所から

放出することがないように，収納管は，

気体廃棄物の廃棄施設の収納管排気設備

に接続することにより負圧に維持し，放

射性物質を閉じ込める機能を有する構造

とする。◇2  

収納管にガラス固化体を９本収納した

ときに収納管に加わる引張応力は，5.4

Ｎ／ｍｍ２（0.55ｋｇ／ｍｍ２）であ

り，許容応力 100Ｎ／ｍｍ２（10.2ｋｇ

／ｍｍ２）（200℃）を十分下回ってい

る。また，50 年間の炭素鋼の破断許容

応力を求めると，収納管のクリープが問

題になるのは 370℃以上の温度領域であ

る。収納管の温度は，最高でも 200℃程

度であり，クリープを問題とする温度に

比べ十分低いことから，長期貯蔵におけ

る収納管のクリープは問題とはならな

い。◇6  

また，金属材料に悪影響を与える中性

子は，１ＭｅＶ以上の高速中性子であ

り，収納管に収納されているガラス固化

体から発生する高速中性子による 50 年

間の照射量は，最大 1.2×1019ｎ／ｍ２

である。一方，炭素鋼と中性子照射ぜい

化感受性を高める不純物組成が類似して

いるフェライト系の低合金鋼のデータに
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，収納管の安全機能を確認するた

めに，収納管排気設備の入口圧力を管理

できる構造とする。□3  

 

収納管内面，収納管底部外面等に顕著

な変化がないことを確認するために，目

視等による観察が可能な措置を講ずる。

□3  

貯蔵建屋床面走行クレーンのしゃへい

容器は，線量当量率測定並びに保守及び

修理のために，放射線業務従事者が接近

可能な構造とする。□3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よれば，炭素鋼の中性子照射ぜい化が問

題となる照射量は，１×1022ｎ／ｍ２で

ある。したがって，収納管に対する 50 

年間の照射量は，照射ぜい化が問題とな

る値より十分低く中性子ぜい化は問題と

はならない。◇6  

収納管は，ガラス固化体が落下した場

合でも，収納管とガラス固化体との間隙

が小さく，収納管内の空気が間隙から排

出されにくいので，収納管内の空気によ

る圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下

速度，落下衝撃を減少させる効果を有す

るとともに，底部に衝撃吸収体を兼ねた

ガラス固化体受台を設けることにより，

万一のガラス固化体落下時にもガラス固

化体に著しい損傷を与えず，また，収納

管に損傷を生じないようにする。◇5  

収納管の上部は，遮蔽のために貯蔵区

域しゃへい相当厚となるように重量コン

クリートを充てんした長さ約 1.2ｍの収

納管プラグを設け，収納管プラグの上部

には炭素鋼製の厚さ約 10ｃｍの収納管

ふたを設ける。◇4  

収納管は，温度，放射線等の使用環境

を考慮し，防食処理（アルミニウム溶

射）した炭素鋼を用いる設計とする。◇5  

気体廃棄物の廃棄施設の収納管排気設

備の入口圧力の管理により，収納管の負

圧の維持状態に顕著な変化がないことを

確認できる設計とする。◇7  

さらに，収納管内面，収納管底部外面

等に顕著な変化がないことを確認するた

めに，目視等による観察が可能な措置を

講ずる。◇5  

ｂ．通風管 

通風管は，収納管の外側に同心円状に

設置し，冷却空気の流路を形成する円筒

であり，支持架構に固定する。 

通風管は，温度，放射線等の使用環境

を考慮し，防食処理（アルミニウム溶

射）した炭素鋼を用いる設計とする。◇5  

 

3.2.5 試験検査 

(１) 貯蔵建屋床面走行クレーンは，定

期的に試験及び検査を実施する。

◇5  

(２) 貯蔵ピットの収納管は，収納管排

気設備の入口圧力を測定すること

により，負圧に維持していること

の確認を実施する。◇7  

(３) 貯蔵ピットは，ガラス固化体の冷

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10



別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（6 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

(ⅱ) 主要な設備及び機器の種類 

ガラス固化体貯蔵設備 

(ａ) ガラス固化体貯蔵建屋 

(イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン□2  

台 数 １ 

種 類 しゃへい容器付床面走行型 

（しゃへい容器付きトロリはガラス固化

体貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレ

ーンと共用） 

 

 

 

 

(ロ) 貯蔵ピット□2  

基 数 ２ 

種 類 間接自然空冷貯蔵方式 

構 成 収納管及び通風管 各 80本／基 

容 量 ガラス固化体 720本／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本） 

主要寸法 収納管内径 約 44ｃｍ 

収納管外径 約 46ｃｍ 

収納管長さ 約 16ｍ 

通風管内径 約 58ｃｍ 

通風管長さ 約 12ｍ 

主要材質 炭素鋼 

 

 

 

 

 

 

(ｂ) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

(イ) 貯蔵建屋床面走行クレーン□2  

台 数 １ 

種 類 しゃへい容器付床面走行型 

 

 

 

 

(ロ) 貯蔵ピット□2  

基 数 ２ 

種 類 間接自然空冷貯蔵方式 

構 成 収納管及び通風管 各 80本／基 

容 量 ガラス固化体 720本／基 

却空気の入口温度及び出口温度を

測定することにより，ガラス固化

体から発生する崩壊熱を適切に除

去できていることの確認を実施す

る。◇7  

 

第 3.2－１表 ガラス固化体貯蔵設備の

主要設備の仕様 

(１) ガラス固化体貯蔵建屋 

a. 貯蔵建屋床面走行クレーン◇4  

種  類     しゃへい容器付床面

走行形 

しゃへい容器付きトロリはガラス固化体

貯蔵建屋Ｂ棟の貯蔵建屋床面走行クレー

ンと共用） 

台  数     １ 

容  量     約 40ｋＮ（約４

ｔ） 

 

b. 貯蔵ピット◇4  

種  類     間接自然空冷貯蔵方

式 

基  数     ２ 

構  成     収納管及び通風管 

各 80本／基 

容  量     ガラス固化体 720本

／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本） 

寸  法    約 26ｍ×約６ｍ×高

さ約 17ｍ 

収納管内径  約 44ｃｍ 

収納管外径  約 46ｃｍ 

収納管長さ  約 16ｍ 

通風管内径  約 58ｃｍ 

通風管長さ  約 12ｍ 

主要材質    炭素鋼 

 

(２) ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

a. 貯蔵建屋床面走行クレーン◇4  

種  類     しゃへい容器付床面

走行形 

台  数     １ 

容  量     約 40ｋＮ（約４

ｔ） 

 

b. 貯蔵ピット◇4  

種  類     間接自然空冷貯蔵方

式 

基  数     ２ 

構  成     収納管及び通風管 

各 80本／基 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（7 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
（ガラス固化体９本／収納管１本） 

主要寸法 収納管内径 約 44ｃｍ 

収納管外径 約 46ｃｍ 

収納管長さ 約 16ｍ 

通風管内径 約 58ｃｍ 

通風管長さ 約 12ｍ 

主要材質 炭素鋼 

 

 

(ⅲ) 管理する放射性廃棄物の種類及び

その種類ごとの最大管理能力 

放射性廃棄物の種類 ガラス固化体 

最大管理能力 2,880本 

貯蔵ピット１基当たり 720本 

（総発熱量 1,440ｋＷ／基以下）□1  

 

 

ニ．放射性廃棄物の受入施設の構造及び

設備 

(１) 構造 

本施設は，ガラス固化体輸送容器（以

下「輸送容器」という｡）の受入れ，一

時保管，移送，検査及び払出し並びにガ

ラス固化体の抜出し，検査及び移送を行

う施設であり，ガラス固化体受入れ設備

で構成し，ガラス固化体受入れ建屋及び

ガラス固化体貯蔵建屋に収納する。□1  

（中略） 建屋に関する記載 

ガラス固化体受入れ設備は，受け入れ

た輸送容器を搬送するための受入れ建屋

天井クレーン及び輸送容器搬送台車，輸

送容器からガラス固化体を１本ずつ抜出

し搬送するためのガラス固化体検査室天

井クレーン，検査を行うガラス固化体を

一時仮置きするためのガラス固化体仮置

き架台，ガラス固化体の検査を行うため

のガラス固化体検査装置で構成する。□1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容  量     ガラス固化体 720本

／基 

（ガラス固化体９本／収納管１本） 

寸  法     約 26ｍ×約６ｍ×

高さ約 17ｍ 

収納管内径  約 44ｃｍ 

収納管外径  約 46ｃｍ 

収納管長さ  約 16ｍ 

通風管内径  約 58ｃｍ 

通風管長さ  約 12ｍ 

主要材質    炭素鋼 

 

 

 

 

 

4. 放射性廃棄物の受入施設 

4.1 概 要 

本施設は，ガラス固化体を収納した輸

送容器の受入れ及び一時保管，ガラス固

化体の抜出し，ガラス固化体の検査及び

空の輸送容器の払出しを行うガラス固化

体受入れ設備で構成する。◇3  

4.2 ガラス固化体受入れ設備 

4.2.1 概 要 

本設備は，輸送容器の受入れ及び一時

保管，輸送容器からのガラス固化体の抜

出し，ガラス固化体の検査，輸送容器の

検査及び輸送容器の払出しを行う設備で

あり，輸送容器受入れ及び一時保管工

程，ガラス固化体抜出し工程，ガラス固

化体検査工程及び輸送容器払出し工程で

構成する。◇3  

本設備は，年間最大 500本のガラス固

化体を受け入れる能力を有する。ガラス

固化体受入れ設備の工程概要図を第 4.2

－１図に示す。◇3  

4.2.2 設計方針 

(１) 本設備は，輸送容器表面及びガラ

ス固化体から発生する崩壊熱を適

切に除去できる設計とする。◇3  

(２) 本設備は，電源喪失時にも移送物

の落下を防止できる設計とすると

ともに，万一の移送物の落下によ

っても移送物に著しい損傷を与え

ない設計とする。◇3  

(３) 本設備は，誤操作防止を考慮する

とともに誤操作によっても安全性

が損なわれることがない設計とす

る。◇3  

(４) 本設備は，ガラス固化体を取り扱
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（8 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う室からの排気を適切に処理し，

北換気筒（ガラス固化体受入れ・

貯蔵建屋換気筒）の排気口以外の

場所から放出することがないよう

に，ガラス固化体を取り扱う室を

気体廃棄物の廃棄施設の換気設備

に接続し，清浄区域より負圧に維

持することにより，放射性物質を

限定された区域に閉じ込めること

ができる設計とする。◇3  

(５) 本設備は，ガラス固化体の検査が

できる設計とする。◇3  

4.2.3 主要設備の仕様 

ガラス固化体受入れ設備の主要設備の

仕様を第 4.2－１表に示す。◇4  

4.2.4 主要設備 

(１) 工程構成 

a. 輸送容器受入れ及び一時保管工程 

本工程は，トレーラトラックで搬入し

た輸送容器を受入れ建屋天井クレーンを

使用して輸送容器一時保管区域へ移送す

る。輸送容器一時保管区域は，輸送容器

を最大 22基一時保管できる設計とする

とともに，輸送容器表面からの放熱は，

自然通風により除去する設計とする。◇3  

b. ガラス固化体抜出し工程 

本工程は，輸送容器を輸送容器一時保

管区域から受入れ建屋天井クレーンでつ

り上げ，輸送容器搬送台車に搭載し，ガ

ラス固化体抜出し室へ移送した後，ガラ

ス固化体検査室補助クレーンを遠隔操作

して輸送容器のふたを取り外す。なお，

輸送容器のふたを開放する前には輸送容

器内の気体の採取を行う。次に，輸送容

器内のガラス固化体をガラス固化体検査

室天井クレーンで抜き出し，ガラス固化

体検査室のガラス固化体仮置き架台に一

時仮置きする。◇3  

c. ガラス固化体検査工程 

本工程は，ガラス固化体検査室天井ク

レーンを遠隔操作してガラス固化体仮置

き架台からガラス固化体を抜き出し,テ

レビカメラを用いたガラス固化体の外観

検査，スミヤ法によるガラス固化体の表

面汚染検査及びガスサンプリング法によ

るガラス固化体の閉じ込め検査を行うと

ともに，ガラス固化体の放射性物質の

量，質量等に関する測定を行う。◇3  

d. 輸送容器払出し工程 

本工程は，ガラス固化体を取り出した

空の輸送容器を輸送容器搬送台車で輸送
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（9 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入れ建屋天井クレーンは，輸送容器

の落下防止のためつりワイヤの二重化を

施し，【□3 】動力の供給が停止した場合

にも輸送容器を保持できる機構を有する

構造とする。③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

容器検査室へ移送した後，輸送容器検査

室クレーンで輸送容器のふたを取り外

し，検査を行う。検査を終了した輸送容

器は，ふたを取り付けた後台車室へ移送

し，受入れ建屋天井クレーンで輸送容器

一時保管区域に移送し，払い出す。◇3  

ガラス固化体を取り扱う室からの排気

を適切に処理し，北換気筒（ガラス固化

体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気口以

外の場所から放出することがないよう

に，ガラス固化体抜出し室，ガラス固化

体検査室等は，気体廃棄物の廃棄施設の

換気設備に接続し，負圧に維持すること

により放射性物質を限定された区域に閉

じ込める設計とするとともに，ガラス固

化体から発生する崩壊熱を除去できるよ

うにする。◇3  

なお，ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵工

程及び上記の工程を逆に行うことによ

り，ガラス固化体を払い出すことができ

る。◇3  

 

 

(２) 主要設備 

a. 搬送機器等 

(ａ) 受入れ建屋天井クレーン 

本クレーンは，輸送容器一時保管区域

に設置し，トレーラ トラック，輸送容

器一時保管区域及び輸送容器搬送台車間

の輸送容器の移送等を行う。◇3  

本クレーンは，輸送容器の落下防止の

ためつりワイヤの二重化及びクレーン自

体の落下防止対策を施し，動力の供給

（動力に電気を用いる）が停止した場合

にも輸送容器を保持できる機構を有する

構造とするとともに，輸送容器が床面か

ら９ｍ以上の高さとならないようインタ

ーロックを設ける設計とする。◇3  

 

 

(ｂ) 輸送容器搬送台車本台車は，ガラ

ス固化体受入れ建屋の台車室，ガラス固

化体貯蔵建屋の輸送容器検査室及びガラ

ス固化体抜出し室間の輸送容器の移送を

行う電動機駆動による自走式の台車であ

り，運転を安全かつ確実に行うため，過

走行を防止するインターロックを設ける

とともに，輸送容器内のガラス固化体を

すべて抜き出さない限りガラス固化体抜

き出し室から輸送容器を移送できないイ

ンターロックを設ける設計とする。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（P3へ） 
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別紙１① 
基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（10 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

ガラス固化体検査室天井クレーンは，

つりワイヤの二重化を施し，【□3 】動力

の供給が停止した場合にもガラス固化体

を保持できる機構を有する構造とする。

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガラス固化体受入れ設備の検査では，

受け入れるガラス固化体が管理施設で管

理できることを確認するため，ガラス固

化体の寸法，質量，発熱量及び放射能濃

度を測定するための測定装置並びにガラ

ス固化体の閉じ込め，外観及び表面汚染

を検査するための検査装置を設置する。

□1  

また，輸送容器搬送台車，ガラス固化

体検査室天井クレーン及びガラス固化体

仮置き架台は，耐震設計上の重要度をＢ

クラスとして設計する。□1  □2

なお，本施設には最大 22 基の輸送容

器の一時保管が可能な輸送容器一時保管

区域を設ける。□1  

 

 

 

 

 

(ｃ) ガラス固化体検査室天井クレーン 

本クレーンは，ガラス固化体検査室に

設置し，ガラス固化体の移送等に使用

し，移送時の振れを極力少なくするため

に，ガイドを設ける設計とする。◇4  

本クレーンは，つりワイヤの二重化及

びクレーン自体の落下防止対策を施し，

動力の供給（動力に電気を用いる）が停

止した場合にもガラス固化体を保持でき

る機構を有する構造とするとともに，ガ

ラス固化体の荷重及び位置の検出がで

き，ガラス固化体のつり上げ高さを９ｍ

以内に制限できるインターロックを設け

る設計とする。◇3 また，誤操作を考慮

し，つり具がガラス固化体を確実につか

んでいない場合にはガラス固化体をつり

上げられず，また，ガラス固化体の荷重

がなくならない限りつり具からガラス固

化体が外れない設計とする。なお，本ク

レーンの故障時にもガラス固化体のガラ

ス固化体仮置き架台への収納等の対応が

できる設計とする。◇3  

(ｄ) ガラス固化体仮置き架台 

ガラス固化体仮置き架台は，ガラス固

化体抜出し工程で抜き出したガラス固化

体をガラス固化体検査工程で検査するま

での間，一時的にガラス固化体を一段積

みで仮置きするための架台である。◇3  

b. ガラス固化体検査装置等 

(ａ) ガラス固化体外観検査装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，テレビ カメラによりガラス固化体

の外観観察及び標識読み取りを行う装置

である。◇3  

(ｂ) ガラス固化体表面汚染検査装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，ガラス固化体の表面密度を測定する

ためにガラス固化体の表面にろ紙を押し

つけることにより，スミヤサンプルを採

取する装置である。◇3  

(ｃ) ガラス固化体閉じ込め検査装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，ガラス固化体を容器内に収納し，容

器内空気を吸引することによりガラス固

化体の閉じ込め性を検査する装置であ

る。◇3  

(ｄ) ガラス固化体放射能量測定装置 

本装置は，ガラス固化体放射能量測定

室に設置し，ガンマ線測定及び中性子測

定によりガラス固化体の放射性物質の量

を測定する装置である。◇3  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③（P3へ） 
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別紙１① 
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技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 主要な設備及び機器の種類 

ガラス固化体受入れ設備 

(ⅰ) 輸送容器受入れ及び一時保管工程 

(ａ) 受入れ建屋天井クレーン□2  

種 類 天井走行形 

台 数 １ 

 

 

(ⅱ) ガラス固化体抜出し工程□2  

(ａ) 輸送容器搬送台車 

種 類 自走台車式 

台 数 １ 

 

 

(ｂ) ガラス固化体検査室天井クレーン

□2  

種 類 天井走行形 

台 数 １ 

 

 

(ｃ) ガラス固化体仮置き架台□2  

種 類 たて置ラック式 

基 数 ２ 

容 量 ガラス固化体 28 本／基 

 

 

 

 

(ｅ) ガラス固化体重量測定装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，ロードセルによりガラス固化体の質

量を測定する装置である。◇3  

(ｆ) ガラス固化体寸法測定装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，大小ゲージにガラス固化体を通過さ

せることによりガラス固化体の外径が所

定の範囲であることを確認するととも

に，歪みゲージによりガラス固化体の全

高が所定の範囲であることを確認する装

置である。◇3  

(ｇ) ガラス固化体発熱量測定装置 

本装置は，ガラス固化体検査室に設置

し，熱流束センサによりガラス固化体の

発熱量を測定する装置である。◇3  

 

4.2.5 試験検査 

輸送容器を取り扱う設備及びガラス固

化体を取り扱う設備は，定期的に試験及

び検査を実施する。◇3  

 

 

第 4.2－１表 ガラス固化体受入れ設備

の主要設備の仕様 

(１) 輸送容器受入れ及び一時保管工程 

a. 受入れ建屋天井クレーン◇4  

種  類   天井走行形 

台  数   １ 

容  量   約 1.4ＭＮ（約 140ｔ） 

 

(２) ガラス固化体抜出し工程 

a. 輸送容器搬送台車◇4  

種  類   自走台車式 

台  数   １ 

容  量   約 1.2ＭＮ（約 120ｔ） 

 

b. ガラス固化体検査室天井クレーン

◇4  

種  類   天井走行形 

台  数   １ 

容  量   約 15ｋＮ（約 1.5ｔ） 

 

 

c. ガラス固化体仮置き架台◇4  

種  類   たて置ラック式 

基  数   ２ 

容  量   ガラス固化体 28本／基 
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基本設計方針の許可整合性、発電炉との比較 第十四条 （搬送設備）（12 / 12） 

 

 

技術基準規則 設工認申請書 基本設計方針 事業変更許可申請書 本文 事業変更許可申請書 添付書類五 発電炉設工認 基本設計方針 備考 
(ⅲ) ガラス固化体検査工程□2  

ガラス固化体検査装置 １式 

(３) 受け入れる放射性廃棄物の種類及

びその種類ごとの最大受入能力 

放射性廃棄物の種類 ガラス固化体 

最大受入能力 年間 500 本□1  

 

(３) ガラス固化体検査工程 

a. ガラス固化体外観検査装置◇4  

種  類   テレビカメラ方式 

基  数   １ 

 

b. ガラス固化体表面汚染検査装置◇4  

種  類   スミヤサンプリング方式 

基  数   １ 

 

c. ガラス固化体閉じ込め検査装置◇4  

種  類   ガスサンプリング方式 

基  数   １ 

 

d. ガラス固化体放射能量測定装置◇4  

種  類   ガンマ線測定方式，中性

子測定方式 

基  数   １ 

 

e. ガラス固化体重量測定装置◇4  

種  類   ロードセル方式 

基  数   １ 

 

f.ガラス固化体寸法測定装置◇4  

種  類   大小ゲージ方式，歪みゲ

ージ方式 

基  数   １ 

 

g. ガラス固化体発熱量測定装置搬◇4  

種  類   熱流束測定方式 

基  数   １ 
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別紙 1② 

設工認申請書 各条文の設計の考え方 

1 
 

第十四条（搬送設備） 

１．技術基準の条文，解釈への適合に関する考え方 

№ 基本設計方針に記載する事項 適合性の考え方（理由） 項・

号 

解

釈 

添付書類 

① 
搬送設備の搬送能力に係る設計方

針 

許可事項の展開 1項

一号 
－ a,b 

②-1 
使用済燃料等の落下の防止 

（逸走防止及び落下防止等） 

許可事項の展開 1項

二号 
－ a,b 

②-2 
使用済燃料等の落下の防止 

（インターロック） 

許可事項の展開 1 項

二号 
－ a,b 

②-3 
使用済燃料等の落下の防止 

（扱い高さ制限） 

許可事項の展開 1 項

二号 
－ a,b 

③ 
動力喪失時における核燃料物質の

保持 

許可事項の展開 1 項

二号 
－ a,b 

２．事業変更許可申請書の本文のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

□1  安全機能を有する施設 
第十二条（安全機能を有する施設）にて記載する内容

であるため、記載しない。 

－ 

□2  機器仕様 仕様表、図面等に示す情報であるため、記載しない。 a,b 

□3  受入施設又は管理施設 
第十七条（受入施設又は管理施設）に係る基本設計方

針であることから記載しない。 
－ 

□4  重複記載 
事業変更許可申請書添五の具体的な記載を採用するた

め、記載しない。 
－ 

□5  遮蔽 
第二十条（遮蔽）に係る基本設計方針であることから

記載しない。 
－ 

□6  計測制御系統施設 
第十五条（計測制御系統施設）に係る基本設計方針で

あることから記載しない。 
－ 

３．事業変更許可申請書の添五のうち，基本設計方針に記載しないことの考え方 

№ 項目 考え方 添付書類 

◇1  重複記載 
事業変更許可申請書本文又は添五（設計方針）と内容

が重複するため、記載しない。 
－ 

◇2  閉じ込めの機能 
第十条（閉じ込めの機能）に係る記載であるため，記

載しない。 

－ 

◇3  安全機能を有する施設 
第十二条（安全機能を有する施設）にて記載する内容

であるため，記載しない。 

c 

◇4  機器仕様 仕様表、図面等に示す情報であるため，記載しない。 a,b 

◇5  受入施設又は管理施設 
第十七条（受入施設又は管理施設）に係る基本設計方

針であることから記載しない。 
－ 

◇6  

ガラス固化体等の温度解析等によ

る評価結果 

ガラス固化体のもつ閉じ込め性と冷却機能の健全性を

温度解析等により確認した評価結果であり記載しな

い。 

ｃ 
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別紙 1② 

設工認申請書 各条文の設計の考え方 

2 
 

◇7  
計測制御系統施設 第十五条（計測制御系統施設）に係る基本設計方針で

あることから記載しない。 
－ 

４．添付書類等 

№ 書類名 

a 仕様表（設計条件及び仕様） 

b 添付Ⅳ-2 廃棄物管理施設に関する図面 

c 
既認可申請書において以下の項目で申請済み。 

添付-2 崩壊熱除去に関する計算書，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の崩壊熱除去に関する説明書 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の 

記載及び申請回次の展開 
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基本設計方針を踏まえた添付書類の記載及び申請回次の展開
（第十四条 搬送設備）

別紙２

1

7.3　搬送設備
ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という。）を搬送
する設備（人の安全に著しい支障を及ぼすおそれがないものを除く。）
（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を搬送する能力と
して必要な容量を有する設計とする。

冒頭宣言
機能要求②

ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
－ Ⅲ-1-1-9　搬送設備に関する説明書

搬送設備がガラス固化体等を搬送する能力とし
て必要な容量を有していることを説明する。

2

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，
過走行防止，落下防止又は転倒防止のための機構を設ける設計とする。
　なお，上記に係る具体的な設計方針については，第2章　個別項目の
「1.1 管理施設」及び「2.1 放射性廃棄物の受入れ施設」に示す。

冒頭宣言
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
－ Ⅲ-1-1-9　搬送設備に関する説明書

搬送設備には，ガラス固化体等の閉じ込め機能
に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防
止又は転倒防止のための機構を設ける設計とし
ていることを説明する。

3
搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下
で取り扱う設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
－ Ⅲ-1-1-9　搬送設備に関する説明書

搬送設備においては，ガラス固化体等が落下し
ても破損しない高さ以下で取り扱う設計として
いることを説明する。

4
搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場
合，ガラス固化体等の落下及び脱落を防止する機構により，ガラス固化
体等を安全に保持する設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
－ Ⅲ-1-1-9　搬送設備に関する説明書

搬送設備においては，ガラス固化体等を搬送す
るための動力の供給が停止した場合，ガラス固
化体等の落下及び脱落を防止する機構により，
ガラス固化体等を安全に保持する設計としてい
ることを説明する。

仕様表 添付書類　構成 添付書類　説明内容
項目
番号

基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項
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基本設計方針の添付書類への展開 
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十四条 搬送設備）

別紙３①

項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項 添付書類における記載 補足すべき事項

1
7.3　搬送設備
ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という。）を搬送する設備（人の安全に著しい支障を及ぼすおそれがないものを除
く。）（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を搬送する能力として必要な容量を有する設計とする。

冒頭宣言
機能要求②

ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
1.概要
2.基本方針
3.搬送設備の基本的な設計

1.概要
搬送設備に関する説明の概要について記載する。
2.基本方針
3.搬送設備の基本的な設計
　ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という）を搬送する設備（人の安全に著しい支障を及ぼすおそ
れがないものを除く。）（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を搬送する能力として必要な容量を有す
る設計とする。

補足すべき対象の事項なし

2

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防止又は転倒防止のための機構を設ける設計とす
る。
　なお，上記に係る具体的な設計方針については，第2章　個別項目の「1.1 管理施設」及び「2.1 放射性廃棄物の受入れ施設」に示す。

冒頭宣言
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
3.搬送設備の基本的な設計
3.1　過走行防止，落下防止又は転倒
位防止に係る設計

3.1　過走行防止，落下防止又は転倒位防止に係る設計
搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防止又は転倒防止のための機
構を設ける設計とする。
　なお、上記に係る具体的な設計方針については、「1.1 管理移設」「2.1 放射性廃棄物の受入れ施設」に示す。

補足すべき対象の事項なし

3 搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計とする。 機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針 3.搬送設備の基本的な設計
3.2　取扱い高さの制限に係る設計

3.2　取扱い高さの制限に係る設計
搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計とする。

補足すべき対象の事項なし

4 搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場合，ガラス固化体等の落下及び脱落を防止する機構により，ガラス
固化体等を安全に保持する設計とする。

機能要求①
ガラス固化体貯蔵設備
ガラス固化体受入れ設備

基本方針
3.搬送設備の基本的な設計
3.3　動力供給の停止における安全対
策に係る設計

3.3　動力供給の停止における安全対策に係る設計
搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場合，ガラス固化体等の落下及び脱落を防止する
機構により，ガラス固化体等を安全に保持する設計とする。

補足すべき対象の事項なし

展開先（小項目）

Ⅲ-1-1-9　搬送
設備に関する説

明書
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十四条 搬送設備）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降

1.
1.概要

　本資料は，「廃棄物管理施設の技術基準に
関する規則」（以下「技術基準規則」とい
う。）第14条（搬送設備）に基づき，搬送設
備について説明するものである。

補足すべき対象の事項なし

2. 2.基本方針

2.基本方針
　ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス
固化体等」という。）を搬送する設備（人の
安全に著しい支障を及ぼすおそれがないもの
を除く。）（以下，「搬送設備」という。）
は，ガラス固化体等を搬送する能力として必
要な容量を有する設計とする。

補足すべき対象の事項なし

3. 　 3.搬送設備の基本的な設計

3.搬送設備の基本的な設計
　ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス
固化体等」という。）を搬送する設備（人の
安全に著しい支障を及ぼすおそれがないもの
を除く。）（以下，「搬送設備」という。）
は，ガラス固化体等を搬送する能力として必
要な容量を有する設計とする。

補足すべき対象の事項なし

3.1
3.1　過走行防止，落下防止又は転倒位防止に係る
設計

3.1　過走行防止，落下防止又は転倒位防止に
係る設計
　搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機
能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落
下防止又は転倒防止のための機構を設ける設
計とする。
　なお、上記に係る具体的な設計方針につい
ては、「1.1 管理移設」「2.1 放射性廃棄物
の受入れ施設」に示す。

補足すべき対象の事項なし

Ⅲ-1-1-9 搬送設備に関する説明書

廃棄物目次
廃棄物添付書類構成案 補足説明資料記載概要
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基本設計方針の添付書類への展開
（第十四条 搬送設備）

別紙３②

1. 1.1 1.1.1 (1) a. (a) イ. (イ)以降

廃棄物目次
廃棄物添付書類構成案 補足説明資料記載概要

3.2
3.2　取扱い高さの制限に係る設計

3.2　取扱い高さの制限に係る設計
　搬送設備においては，ガラス固化体等が落
下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計
とする。

補足すべき対象の事項なし

3.3 3.3　動力供給の停止における安全対策に係る設計

3.3　動力供給の停止における安全対策に係る
設計
　搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するた
めの動力の供給が停止した場合，ガラス固化
体等の落下及び脱落を防止する機構により，
ガラス固化体等を安全に保持する設計とす
る。

補足すべき対象の事項なし
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添付書類の発電炉との比較 
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別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(1/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類，Ⅲ-１-１-９ 搬送設備に関する説

明書 

1. 概要 

2. 基本方針 

2.1 搬送設備の基本方針 

3. 搬送設備に関する設計方針 

3.1 管理施設における設計方針 

3.2 放射性廃棄物の受入施設における設計

方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-1-3 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設

の説明書 

Ⅴ-1-3-3 燃料体等又は重量物の落下による

使用済燃料槽内の燃料体等の破損の防止及び

使用済燃料貯槽の機能喪失の防止に関する説

明書 

1. 概 要 

2．基本方針 

3．燃料取扱設備における集合体の落下防止 

対策 

3.1 燃料取替機 

3.2 原子炉建屋クレーン 

3.3 使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン 

3.4 チャンネル着脱機 

3.5 まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下線： 

・プラントの違いによらない記載内容の差異 

・章立ての違いによる記載位置の違いによる差異 

二重下線： 

・プラント固有の事項による記載内容の差異 

 

【凡例】 
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別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(2/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 概要 

本資料は，「廃棄物管理施設の技術基準

に関する規則」（以下「技術基準規則」と

いう。）第十四条(搬送設備)，に基づき，

搬送設備の健全性について説明するもので

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 概 要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」（以下

「技術基準規則」という。）第26 条第1 項

第4号及び第7 号並びにそれらの「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関す

る規則の解釈」（以下「解釈」という。）に

基づき，燃料取扱いに使用するクレーン，装

置等の燃料取扱設備における，燃料集合体の

落下防止対策について説明するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要についての説明

であり，新たな論点が

生じるものではない。 
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(3/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

9 設備に対する要求 

9.4 搬送設備 

ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラ

ス固化体等」という）を搬送する設備（人

の安全に著しい支障を及ぼすおそれがな

いものを除く。）（以下，「搬送設備」とい

う。）は，ガラス固化体等を搬送する能力

として必要な容量を有する設計とする。 

 

  

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め

機能に影響を及ぼさないよう，過走行防

止，落下防止又は転倒防止のための機構を

設ける設計とする。 

 

なお，上記に係る具体的な設計方針につ

いては，第 2章 個別施設の「1.1 管理

施設」及び「2.1 放射性廃棄物の受入れ施

設」に示す。 

 

搬送設備においては，ガラス固化体等が

落下しても破損しない高さ以下で取り扱

う設計とする。 

 

搬送設備は，ガラス固化体等を搬送する

ための動力の供給が停止した場合，ガラス

固化体等の落下及び脱落を防止する機構

により，ガラス固化体等を安全に保持する

設計とする。 

 

 

2. 基本方針 

2.1 搬送設備の基本方針 

ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガ

ラス固化体等」という）を搬送する設備

（人の安全に著しい支障を及ぼすおそれ

がないものを除く。）（以下，「搬送設備」

という。）は，ガラス固化体等を搬送する

能力として必要な容量を有する設計とす

る。 

 

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込

め機能に影響を及ぼさないよう，過走行

防止，落下防止又は転倒防止のための機

構を設ける設計とする。 

 

なお，上記に係る具体的な設計方針に

ついては，第2章 個別施設の「1.1 管

理施設」及び「2.1 放射性廃棄物の受入

れ施設」に示す。 

 

搬送設備においては，ガラス固化体等

が落下しても破損しない高さ以下で取り

扱う設計とする。 

 

搬送設備は，ガラス固化体等を搬送す

るための動力の供給が停止した場合，ガ

ラス固化体等の落下及び脱落を防止する

機構により，ガラス固化体等を安全に保

持する設計とする。 

 

2.基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃棄物管理説で使用

する搬送設備の基本的

な考え方についての説

明であり，新たな論点

が生じるものではない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29



別紙４ 

廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(4/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

 

（第 17条 受入施設又は管理施設 抜粋） 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガーダ，

トロリとしゃへい容器が一体構造となっ

たしゃへい容器付きトロリで構成し，しゃ

へい容器付きトロリをガーダに搭載する

設計とする。 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固

化体を収納管内にたて積みで収納するた

めのつり具を有し，ガラス固化体をしゃへ

い容器に収納できる設計とする。 

 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス固

化体の落下防止のためにつりワイヤの二

重化及びクレーン自体の転倒防止対策を

施し，動力の供給が停止した場合にもガラ

ス固化体を保持できる機構を有する構造

とするとともに，誤操作を考慮し，ガラス

固化体の荷重及びつり上げ高さを検出で

きる設計とし，ガラス固化体検査室でのつ

り上げ高さを９ｍ以内に制限できる設計

とする。 

また，つり具がガラス固化体を確実につ

かんでいない場合にはガラス固化体をつ

り上げられず，ガラス固化体の荷重がなく

ならない限り，つり具からガラス固化体が

外れない設計とするとともに，つり具の中

心がガラス固化体の中心から外れたとし

ても確実にガラス固化体をつり上げるこ

とができる設計とする。 

3. 搬送設備に関する設計方針 

3.1 管理施設における設計方針 

3.1.1 床面走行クレーンに関する設計方針 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガー

ダ，トロリとしゃへい容器が一体構造

となったしゃへい容器付きトロリで構

成し，しゃへい容器付きトロリをガー

ダに搭載する設計とする。 

貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラ

ス固化体を収納管内にたて積みで収納

するためのつり具を有し，ガラス固化

体をしゃへい容器に収納できる設計と

する。 

貯蔵建屋床面走行クレーンはガラス

固化体の落下防止のためにつりワイヤ

の二重化及びクレーン自体の転倒防止

対策を施し，動力の供給が停止した場

合にもガラス固化体を保持できる機構

を有する構造とするとともに，誤操作

を考慮し，ガラス固化体の荷重及びつ

り上げ高さを検出できる設計とし，ガ

ラス固化体検査室でのつり上げ高さを

９ｍ以内に制限できる設計とする。 

また，つり具がガラス固化体を確実

につかんでいない場合にはガラス固化

体をつり上げられず，ガラス固化体の

荷重がなくならない限り，つり具から

ガラス固化体が外れない設計とすると

ともに，つり具の中心がガラス固化体

の中心から外れたとしても確実にガラ

ス固化体をつり上げることができる設

燃料取扱設備は，通常運転時に使用する

燃料体又は使用済燃料（以下「燃料体

等」という。）の落下防止機能（ワイヤ

ロープ二重化，動力電源喪失時の自動ブ

レーキ機能等）を有する設計とする。 

また，燃料体等の取扱中に想定される燃

料体等の落下時及び重量物の落下時にお

いても，使用済燃料プールの冷却機能，

遮蔽機能が損なわれないようにするた

め，燃料体等の下に対しては十分な厚さ

のステンレス鋼内張りを施設して使用済

燃料プール水の減少に繋がる損傷を防止

するとともに，クレーン等の重量物の落

下に対しては適切な落下防止対策を施す

設計とする。また，使用済燃料プール内

への重量物の落下によって燃料体等が破

損しないことを計算により確認する。 

 

3. 燃料取扱設備における燃料集合体の落

下防止対策 

燃料取扱設備は，燃料取替機，原子炉建

屋クレーン，使用済燃料乾式貯蔵建屋天

井クレーン及びチャンネル着脱機で構成

する。燃料取替機，原子炉建屋クレーン

及びチャンネル着脱機は，新燃料を原子

炉建屋原子炉棟内に搬入してから原子炉

に装荷するまで，及び使用済燃料を原子

炉から取り出し原子炉建屋原子炉棟外へ

移送するまでの取扱いを行える設計とす

る。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋天井クレーン
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(5/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

 

 

（第 12 条 安全機能を有する施設(個別) 

抜粋） 

 

受入れ建屋天井クレーンは，輸送容器の

落下防止のためつりワイヤの二重化を施

し，動力の供給が停止した場合にも輸送容

器を保持できる機構を有する構造とする

とともに，輸送容器が床面から９ｍ以上の

高さとならないようインターロックを設

ける設計とする。 

 

 

輸送容器搬送台車は，運転を安全かつ確

実に行うため，過走行を防止するインター

ロックを設けるとともに，輸送容器内のガ

ラス固化体をすべて抜き出さない限りガ

ラス固化体抜き出し室から輸送容器を移

送できないインターロックを設ける設計

とする。 

 

 

 

ガラス固化体検査室天井クレーンは，つ

りワイヤの二重化を施し，動力の供給が停

止した場合にもガラス固化体を保持でき

る機構を有する構造とするとともに，ガラ

ス固化体の荷重及び位置の検出ができ，ガ

ラス固化体のつり上げ高さを９ｍ以内に

制限できるインターロックを設ける設計

計とする。 

3.2 放射性廃棄物の受入施設における設計

方針 

3.2.1 受入れ建屋天井クレーンに関する設

計方針 

受入れ建屋天井クレーンは，輸送容

器の落下防止のためつりワイヤの二重

化を施し，動力の供給が停止した場合

にも輸送容器を保持できる機構を有す

る構造とするとともに，輸送容器が床

面から９ｍ以上の高さとならないよう

インターロックを設ける設計とする。 

 

3.2.2 輸送容器搬送台車に関する設計方針 

輸送容器搬送台車は，運転を安全か

つ確実に行うため，過走行を防止する

インターロックを設けるとともに，輸

送容器内のガラス固化体をすべて抜き

出さない限りガラス固化体抜き出し室

から輸送容器を移送できないインター

ロックを設ける設計とする。 

 

3.2.3 ガラス固化体検査室天井クレーンに

関する設計方針 

ガラス固化体検査室天井クレーン

は，つりワイヤの二重化を施し，動力

の供給が停止した場合にもガラス固化

体を保持できる機構を有する構造とす

るとともに，ガラス固化体の荷重及び

位置の検出ができ，ガラス固化体のつ

り上げ高さを９ｍ以内に制限できるイ

は，使用済燃料乾式貯蔵建屋内におい

て，使用済燃料を収納した使用済燃料乾

式貯蔵容器の取扱いを行える設計とす

る。使用済燃料の使用済燃料プールから

の搬出には，使用済燃料輸送容器又は使

用済燃料乾式貯蔵容器（以下「キャス

ク」という。）を使用する。搬出に際し

ては，原子炉建屋原子炉棟内のキャスク

除染ピット等にてキャスクの除染を行

う。 

また，燃料取扱設備のうち，原子炉建屋

クレーンは，未臨界性を確保したキャス

クに収納して吊り上げる場合を除き，燃

料体等を1体ずつ取り扱う構造とすること

により，臨界を防止する設計とする。燃

料取替機及びチャンネル着脱機は，燃料

体等を1 体ずつ取り扱う構造とすること

により，臨界を防止する設計とする。燃

料取替機においては燃料体等の原子炉か

ら使用済燃料プールへの移送，使用済燃

料プールから原子炉への移送及びキャス

クへの収納時等に燃料体等を吊り上げた

際に，チャンネル着脱機においては燃料

体等の検査等を行う際に，水面に近づい

た状態にあっても，燃料体等からの放射

線の遮蔽に必要な水深を確保できる設計

とする。使用済燃料乾式貯蔵建屋天井ク

レーンは，使用済燃料を収納し未臨界性

を確保したキャスクを取り扱う設計とす

る。 

さらに，燃料取扱設備は，地震荷重等の
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廃棄物管理施設－発電炉 記載比較 

【搬送設備に係る説明書】(6/6) 
廃棄物管理施設 発電炉 

備 考 
基本設計方針 添付書類（Ⅲ-1-1-9） 添付書類 

とする。また，誤操作を考慮し，つり具が

ガラス固化体を確実につかんでいない場

合にはガラス固化体をつり上げられず，ま

た，ガラス固化体の荷重がなくならない限

りつり具からガラス固化体が外れない設

計とする。 

ンターロックを設ける設計とする。ま

た，誤操作を考慮し，つり具がガラス

固化体を確実につかんでいない場合に

はガラス固化体をつり上げられず，ま

た，ガラス固化体の荷重がなくならな

い限りつり具からガラス固化体が外れ

ない設計とする。 

 

 

適切な組合せを考慮しても強度上耐えう

る設計とするとともに，ワイヤロープの

二重化，フック部の外れ止め及び動力電

源喪失時の保持機能等を有することで，

移動中の燃料体等の落下を防止する設計

とする。ワイヤロープ及びフックは，そ

れぞれクレーン構造規格，クレーン等安

全規則の規定を満たす安全率を有する設

計とする。 

また，燃料取扱設備は，その機能の健全

性を確認するため，定期的に試験及び検

査を行う。 
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補足説明すべき項目の抽出
（第十四条 搬送設備）

別紙５①

補足すべき事項

1

7.3　搬送設備
ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という）を搬送する設備（人の安全に著しい支障
を及ぼすおそれがないものを除く。）（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を搬送する
能力として必要な容量を有する設計とする。

Ⅲ-1-1-9　搬送設備に
関する説明書
1.概要
2.基本方針
3.搬送設備の基本的な
設計

1.概要
搬送設備に関する説明の概要について記載する。
2.基本方針
搬送設備の設計の基本方針について記載する。
3.搬送設備の基本的な設計
　ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という。）を搬送する設備（人の安全に著し
い支障を及ぼすおそれがないものを除く。）（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を
搬送する能力として必要な容量を有する設計とする。

補足すべき対象の事項なし

2

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防止又は転倒
防止のための機構を設ける設計とする。
　なお，上記に係る具体的な設計方針については，第2章　個別項目の「1.1 管理施設」及び「2.1 放
射性廃棄物の受入れ施設」に示す。

Ⅲ-1-1-9　搬送設備に
関する説明書
3.1　過走行防止，落
下防止又は転倒位防止
に係る設計

3.1　過走行防止，落下防止又は転倒位防止に係る設計
搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防止又は転
倒防止のための機構を設ける設計とする。
　なお、上記に係る具体的な設計方針については、「1.1 管理移設」「2.1 放射性廃棄物の受入れ施
設」に示す。

補足すべき対象の事項なし

3 搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計とする。

Ⅲ-1-1-9　搬送設備に
関する説明書
3.2　取扱い高さの制
限に係る設計

3.2　取扱い高さの制限に係る設計
搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計とする。

補足すべき対象の事項なし

4
搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場合，ガラス固化体等の落下及び
脱落を防止する機構により，ガラス固化体等を安全に保持する設計とする。

Ⅲ-1-1-9　搬送設備に
関する説明書
3.3　動力供給の停止
における安全対策に係
る設計

3.3　動力供給の停止における安全対策に係る設計
搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場合，ガラス固化体等の落下及
び脱落を防止する機構により，ガラス固化体等を安全に保持する設計とする。

補足すべき対象の事項なし

基本設計方針 添付書類
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補足説明すべき項目の抽出
（第十四条 搬送設備）

別紙５②

展開要否 理由基本設計方針からの展開で抽出された補足説明が必要な項目 発電炉の補足説明資料の説明項目
基本設計方針からの展開では、補足すべき事項はない。 発電炉の補足説明資料には、本条文に該当する内容の資料はない。

基本設計方針からの展開では補足すべき事項がなく、また、発電炉の補足説明資料には本条文に

該当すべき内容の資料がないことから、確認の結果として追加で補足すべき事項はない。

なお、補足説明事項がないため別紙５③は作成しない。
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別紙６ 
 
 
 

変更前記載事項の 
既設工認等との紐づけ 
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別紙６ 
変更前記載事項の既設工認等との紐づけ 

 

変 更 前 変 更 後 

7.3 搬送設備 

 

ガラス固化体及び輸送容器（以下「ガラス固化体等」という）を搬送する設備（人の安全に著しい支

障を及ぼすおそれがないものを除く。）（以下，「搬送設備」という。）は，ガラス固化体等を搬送する

能力として必要な容量を有する設計とする。 

  

 

 

搬送設備は，ガラス固化体等の閉じ込め機能に影響を及ぼさないよう，過走行防止，落下防止又は転

倒防止のための機構を設ける設計とする。 

なお，上記に係る具体的な設計方針については，第 2章 個別項目の「1.1 管理施設」及び「2.1 

放射性廃棄物の受入れ施設」に示す。 

 

 

 

搬送設備においては，ガラス固化体等が落下しても破損しない高さ以下で取り扱う設計とする。 

 

 

 

搬送設備は，ガラス固化体等を搬送するための動力の供給が停止した場合，ガラス固化体等の落下

及び脱落を防止する機構により，ガラス固化体等を安全に保持する設計とする。 

 

7.3 搬送設備 

変更なし 

 

既設工認に記載はないが、技術基準への適合性に示す搬送設備の考え方に係る記載であり、既設工

認時より考え方に変更がないため、変更前に記載 
 

搬送①-3 

搬送①-1 

搬送①-2 

：既設工認に記載されている内容と同様 

：その他既設工認に記載されていないが，従前より設計上考慮して 

 実施していたもの 

：既認可等のエビデンス 

既設工認 仕様表（特記事項欄） 

【凡例】 

既設工認 仕様表（特記事項欄） 

既設工認 仕様表（特記事項欄） 
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搬送① 
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搬送①-1 

搬送①-2 

搬送①-3 
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搬送①-1 

搬送①-2 

搬送①-3 

搬送①-1 
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搬送①-1 

搬送①-3 
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搬送①-1 
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